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亀山市手数料条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改正後 改正前 

別表第１（第２条、第５条関係） 別表第１（第２条、第５条関係） 

  証明等関係手数料   証明等関係手数料 

手数料を徴収する事務 手数料の名称 金額 

１～３ （略） （略） （略） 

４ 戸籍法（昭和２２年法律第

２２４号）第１０条第１項、

第１０条の２第１項    

   から第５項まで若しく

は第１２６条の規定に基づく

戸籍の謄本若しくは抄本の交 

付又は同法第１２０条第１項、

第１２０条の２第１項若しく

は第１２６条の規定に基づく

戸籍証明書        

             

             

    の交付 

戸籍の謄抄本又は

戸籍に記録されて

いる事項の全部若

しくは一部の証明

書交付手数料 

１通につき

４５０円 

５ 戸籍法第１０条第１項、第

１０条の２第１項      

戸籍記載事項証明

書交付手数料 

証明事項１

件 に つ き  

手数料を徴収する事務 手数料の名称 金額 

１～３ （略） （略） （略） 

４ 戸籍法（昭和２２年法律第

２２４号）第１０条第１項、

第１０条の２第１項若しくは

第３項から第５項まで若しく

は第１２６条の規定に基づく

戸籍の謄本若しくは抄本の交

付又は同法第１２０条第１項

          若しく

は第１２６条の規定に基づく

磁気ディスクをもって調製さ

れた戸籍に記録されている事

項の全部若しくは一部を証明

した書面の交付 

戸籍の謄抄本又は

戸籍に記録されて

いる事項の全部若

しくは一部の証明

書交付手数料 

１通につき

４５０円 

５ 戸籍法第１０条第１項、第

１０条の２第１項若しくは第 

戸籍記載事項証明

書交付手数料 

証明事項１

件につき  
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  から第５項まで又は第

１２６条の規定に基づく戸籍

に記載した事項に関する証明

書の交付 

 ３５０円 

６ 戸籍法第１２０条の３第２

項の規定に基づく戸籍電子証

明書提供用識別符号の発行（ 

情報通信技術を活用した行政

の推進等に関する法律（平成

１４年法律第１５１号）第７

条第１項の規定により同法第

６条第１項に規定する電子情

報処理組織を使用する方法（ 

総務省令で定めるものに限る。

以下この項において同じ。）

により戸籍電子証明書提供用

識別符号の発行を行う場合（ 

当該発行に係る戸籍電子証明

書の請求が同条第１項の規定

により同項に規定する電子情

報処理組織を使用する方法に 

より行われた場合に限る。）

における当該発行及び戸籍電 

戸籍電子証明書提

供用識別符号発行

手数料 

戸籍電子証

明書提供用

識 別 符 号

１件につき

４００円 

３項から第５項まで又は第

１２６条の規定に基づく戸籍

に記載した事項に関する証明

書の交付 

 ３５０円 
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子証明書提供用識別符号の発

行に係る戸籍電子証明書の請

求を行う者が同時に当該戸籍

電子証明書が証明する事項と

同一の事項を証明する戸籍の

謄本若しくは抄本又は戸籍証

明書の請求を行う場合におけ

る当該発行を除く。） 

  

７ 戸籍法第１２条の２におい

て準用する同法第１０条第１

項若しくは第１０条の２第１

項       から第５項

までの規定若しくは同法第

１２６条の規定に基づく除か

れた戸籍の謄本若しくは抄本

の交付又は同法第１２０条第

１項、第１２０条の２第１項

若しくは第１２６条の規定に

基づく除籍証明書     

             

             

           の交

付 

除籍の謄抄本又は

除籍に記録されて

いる事項の全部若

しくは一部の証明

書交付手数料 

１通につき

７５０円 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

６ 戸籍法第１２条の２におい

て準用する同法第１０条第１

項若しくは第１０条の２第１

項若しくは第３項から第５項

までの規定若しくは同法第

１２６条の規定に基づく除か

れた戸籍の謄本若しくは抄本

の交付又は同法第１２０条第

１項           

若しくは第１２６条の規定に

基づく磁気ディスクをもって

調製された除かれた戸籍に記

録されている事項の全部若し

くは一部を証明した書面の交

付 

除籍の謄抄本又は

除籍に記録されて

いる事項の全部若

しくは一部の証明

書交付手数料 

１通につき

７５０円 
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８ 戸籍法第１２条の２におい

て準用する同法第１０条第１

項若しくは第１０条の２第１

項       から第５項

までの規定又は同法第１２６

条の規定に基づく除かれた戸

籍に記載した事項に関する証

明書の交付 

除籍記載事項証明

書交付手数料 

証明事項１

件 に つ き  

４５０円 

９ 戸籍法第１２０条の３第２

項の規定に基づく除籍電子証

明書提供用識別符号の発行（ 

情報通信技術を活用した行政

の推進等に関する法律第７条

第１項の規定により同法第６

条第１項に規定する電子情報

処理組織を使用する方法によ

り除籍電子証明書提供用識別

符号の発行を行う場合（当該

発行に係る除籍電子証明書の

請求が同項の規定により同項

に規定する電子情報処理組織

を使用する方法により行われ

た場合に限る。）における当 

除籍電子証明書提

供用識別符号発行

手数料 

除籍電子証

明書提供用

識 別 符 号

１件につき

７００円 

７ 戸籍法第１２条の２におい

て準用する同法第１０条第１

項若しくは第１０条の２第１

項若しくは第３項から第５項

までの規定又は同法第１２６

条の規定に基づく除かれた戸

籍に記載した事項に関する証

明書の交付 

除籍記載事項証明

書交付手数料 

証明事項１

件 に つ き  

４５０円 
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該発行及び除籍電子証明書提

供用識別符号の発行に係る除

籍電子証明書の請求を行う者

が同時に当該除籍電子証明書

が証明する事項と同一の事項

を証明する除かれた戸籍の謄

本若しくは抄本又は除籍証明

書の請求を行う場合における

当該発行を除く。） 

  

１０ 戸籍法第４８条第１項（ 

同法第１１７条において準用

する場合を含む。）の規定に

基づく届出若しくは申請の受

理の証明書の交付、 同法第

４８条第２項（同法第１１７

条において準用する場合を含

む。）若しくは第１２６条の

規定に基づく届書その他市長

の受理した書類に記載した事

項の証明書の交付又は同法第

１２０条の６第１項の規定に

基づく届書等情報の内容の証

明書の交付 

届出・申請の受理

証明書、 届書そ

の他の書類の記載

事項証明書又は届

書等情報内容証明

書交付手数料 

１通につき

３５０円（ 

婚姻、離婚、

養子縁組、

養子離縁又

は認知の届

出の受理に

ついて、請

求により法

務省令で定

める様式に

よる上質紙

を用いる場

合にあって 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

８  戸籍法第４８条第１項（ 

同法第１１７条において準用

する場合を含む。）の規定に

基づく届出若しくは申請の受

理の証明書の交付又は同法第

４８条第２項（同法第１１７

条において準用する場合を含

む。）若しくは第１２６条の

規定に基づく届書その他市長

の受理した書類に記載した事

項の証明書の交付     

             

             

      

届出・申請の受理

証明書又は届書そ

の他の書類の記載

事項証明書   

        

 交付手数料 

１通につき

３５０円（ 

婚姻、離婚、

養子縁組、

養子離縁又

は認知の届

出の受理に

ついて、請

求により法

務省令で定

める様式に

よる上質紙

を用いる場

合にあって 



 

 

6 

  は、１通に

つき１，４００

円） 

１１ 戸籍法第４８条第２項（ 

同法第１１７条において準用

する場合を含む。）の規定に

基づく届書その他市長の受理

した書類を閲覧に供する事務

又は同法第１２０条の６第１

項の規定に基づく届書等情報

の内容を表示したものを閲覧

に供する事務 

書類又は届書等情

報の内容を表示し

たものの閲覧手数

料 

書類又は届

書等情報の

内容を表示

し た も の

１件につき

３５０円 

１２ （略） （略） （略） 

１３ 狂犬病予防法（昭和２５

年法律第２４７号）第４条第

２項の規定に基づく犬の登録

（動物の愛護及び管理に関す

る法律（昭和４８年法律第

１０５号）第３９条の７第２

項の規定の適用がある場合を

除く。） 

犬の登録手数料 １頭につき

３，０００

円 

１４～３５ （略） （略） （略） 
 

  は、１通に

つき１，４００

円） 

９  戸籍法第４８条第２項（ 

同法第１１７条において準用

する場合を含む。）の規定に

基づく届書その他市長の受理

した書類の閲覧      

             

             

             

       

届書その他の書類

        

   の閲覧手数

料 

書類１件 

     

     

     

  につき

３５０円 

１０ （略） （略） （略） 

１１ 狂犬病予防法（昭和２５

年法律第２４７号）第４条第

２項の規定に基づく犬の登録

             

             

             

             

     

犬の登録手数料 １頭につき

３，０００

円 

１２～３３ （略） （略） （略） 
 

備考 （略） 備考 （略） 
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別表第２（第２条関係） 別表第２（第２条関係） 

危険物関係手数料  危険物関係手数料 

手数料を徴収する

事務 

金額（１件につき） 

１及び２ （略） （略） 

３ 消防法第１１

条第１項前段の

規定に基づく貯

蔵所の設置の許

可の申請に対す

る審査 

ア～エ （略） 

オ 浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋

付特定屋外タンク貯蔵所の設置の許可の申請に

係る審査 次に掲げる浮き屋根式特定屋外タン

ク貯蔵所及び浮き蓋付特定屋外タンク貯蔵所の

区分に応じ、それぞれ次に定める金額 

 （ア）危険物の貯蔵最大数量が１，０００キロリ

ットル以上５，０００キロリットル未満の浮

き屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋付

特定屋外タンク貯蔵所 １，４５０，０００

円 

（イ）危険物の貯蔵最大数量が５，０００キロリ

ットル以上１万キロリットル未満の浮き屋根

式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋付特定屋

外タンク貯蔵所 １，７２０，０００円 

（ウ）危険物の貯蔵最大数量が１万キロリットル

以上５万キロリットル未満の浮き屋根式特定

屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋付特定屋外タン

手数料を徴収する

事務 

金額（１件につき） 

１及び２ （略） （略） 

３ 消防法第１１

条第１項前段の

規定に基づく貯

蔵所の設置の許

可の申請に対す

る審査 

ア～エ （略） 

オ 浮き屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋

付特定屋外タンク貯蔵所の設置の許可の申請に

係る審査 次に掲げる浮き屋根式特定屋外タン

ク貯蔵所及び浮き蓋付特定屋外タンク貯蔵所の

区分に応じ、それぞれ次に定める金額 

 （ア）危険物の貯蔵最大数量が１，０００キロリ

ットル以上５，０００キロリットル未満の浮

き屋根式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋付

特定屋外タンク貯蔵所 １，１８０，０００

円 

（イ）危険物の貯蔵最大数量が５，０００キロリ

ットル以上１万キロリットル未満の浮き屋根

式特定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋付特定屋

外タンク貯蔵所 １，４１０，０００円 

（ウ）危険物の貯蔵最大数量が１万キロリットル

以上５万キロリットル未満の浮き屋根式特定

屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋付特定屋外タン
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ク貯蔵所 １，９２０，０００円 

（エ）危険物の貯蔵最大数量が５万キロリットル

以上１０万キロリットル未満の浮き屋根式特

定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋付特定屋外タ

ンク貯蔵所 ２，３６０，０００円 

（オ）危険物の貯蔵最大数量が１０万キロリット

ル以上２０万キロリットル未満の浮き屋根式

特定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋付特定屋外

タンク貯蔵所 ２，７４０，０００円 

（カ）危険物の貯蔵最大数量が２０万キロリット

ル以上３０万キロリットル未満の浮き屋根式

特定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋付特定屋外

タンク貯蔵所 ５，６４０，０００円 

（キ）危険物の貯蔵最大数量が３０万キロリット

ル以上４０万キロリットル未満の浮き屋根式

特定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋付特定屋外

タンク貯蔵所 ７，２４０，０００円 

（ク）危険物の貯蔵最大数量が４０万キロリ

ットル以上の浮き屋根式特定屋外タンク

貯蔵所及び浮き蓋付特定屋外タンク貯蔵

所 ８，７９０，０００円 

 カ～シ （略） 

４～１７ （略）  
 

ク貯蔵所 １，５９０，０００円 

（エ）危険物の貯蔵最大数量が５万キロリットル

以上１０万キロリットル未満の浮き屋根式特

定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋付特定屋外タ

ンク貯蔵所 １，９５０，０００円 

（オ）危険物の貯蔵最大数量が１０万キロリット

ル以上２０万キロリットル未満の浮き屋根式

特定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋付特定屋外

タンク貯蔵所 ２，２７０，０００円 

（カ）危険物の貯蔵最大数量が２０万キロリット

ル以上３０万キロリットル未満の浮き屋根式

特定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋付特定屋外

タンク貯蔵所 ４，５５０，０００円 

（キ）危険物の貯蔵最大数量が３０万キロリット

ル以上４０万キロリットル未満の浮き屋根式

特定屋外タンク貯蔵所及び浮き蓋付特定屋外

タンク貯蔵所 ５，８２０，０００円 

（ク）危険物の貯蔵最大数量が４０万キロリ

ットル以上の浮き屋根式特定屋外タンク

貯蔵所及び浮き蓋付特定屋外タンク貯蔵

所 ７，０７０，０００円 

 カ～シ （略） 

４～１７ （略）  
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別表第３（第２条関係） 別表第３（第２条関係） 

１ 建築基準法関係手数料 １ 建築基準法関係手数料 

手数料を徴収する事務 手数料の名称 金額 

１～１４ （略） （略） 

１５ 建築基準法施行令（ 

昭和２５年政令第３３８

号。以下この表において

「令」という。）第１３７

条の１２第６項の規定に

基づく用途の変更を伴わ

ない大規模の修繕又は大

規模の模様替に関する制

限の緩和に係る認定の申

請に対する審査 

用途の変更を伴わ

ない大規模の修繕

又は大規模の模様

替に関する制限の

緩和に係る認定申

請手数料 

２７，０００円 

１６ 令第１３７条の１２

第７項の規定に基づく形

態の変更を伴わない大規

模の修繕又は大規模の模

様替に関する制限の緩和

に係る認定の申請に対す

る審査 

形態の変更を伴わ

ない大規模の修繕

又は大規模の模様

替に関する制限の

緩和に係る認定申

請手数料 

２７，０００円 

 

手数料を徴収する事務 手数料の名称 金額 

１～１４ （略） （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

２～４ （略） ２～４ （略） 
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別表第６（第２条関係） 別表第６（第２条関係） 

１ 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律関係手数料 １ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律 関係手数料 

手数料を徴収する事務 手数料の名称 金額 

１ 建築物のエネルギー消

費性能の向上等に関する

法律（平成２７年法律第

５３号）第１２条第１項

又は第１３条第２項の規

定に基づく建築物エネル

ギー消費性能適合性判定

に係る審査 

建築物エネルギー

消費性能適合性判

定手数料 

２の表に定める金額 

２ 建築物のエネルギー消

費性能の向上等に関する

法律第１２条第２項又は

第１３条第３項の規定に

基づく建築物エネルギー

消費性能適合性判定に係

る審査 

建築物エネルギー

消費性能適合性変

更判定手数料 

３の表に定める金額 

３ 建築物のエネルギー消

費性能の向上等に関する

法律第１２条第２項又は

第１３条第３項に規定す 

建築物エネルギー

消費性能適合性判

定に係る軽微な変

更に該当する旨の 

４の表に定める金額 

手数料を徴収する事務 手数料の名称 金額 

１ 建築物のエネルギー消

費性能の向上に関する法

律 （平成２７年法律第

５３号）第１２条第１項

又は第１３条第２項の規

定に基づく建築物エネル

ギー消費性能適合性判定

に係る審査 

建築物エネルギー

消費性能適合性判

定手数料 

２の表に定める金額 

２ 建築物のエネルギー消

費性能の向上に関する法

律 第１２条第２項又は

第１３条第３項の規定に

基づく建築物エネルギー

消費性能適合性判定に係

る審査 

建築物エネルギー

消費性能適合性変

更判定手数料 

３の表に定める金額 

３ 建築物のエネルギー消

費性能の向上に関する法

律 第１２条第２項又は

第１３条第３項に規定す 

建築物エネルギー

消費性能適合性判

定に係る軽微な変

更に該当する旨の 

４の表に定める金額 
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る軽微な変更に該当して

いることを証する書面の

交付申請に対する審査 

証明書交付申請手

数料 

 

４ 建築物のエネルギー消

費性能の向上等に関する

法律第３４条第１項の規

定に基づく建築物エネル

ギー消費性能向上計画の

認定の申請に対する審査 

建築物エネルギー

消費性能向上計画

認定申請手数料 

５の表に定める１棟

当たりの金額を合算

して得た金額。ただ

し、建築物のエネル

ギー消費性能の向上

等に関する法律第３５

条第２項の規定によ 

る申出がある場合は、

別表第３の１の表１

の項に定める金額を

加算する。 

５ 建築物のエネルギー消

費性能の向上等に関する

法律第３６条第１項の規

定に基づく建築物エネル

ギー消費性能向上計画の

変更の認定の申請に対す

る審査 

建築物エネルギー

消費性能向上計画

変更認定申請手数

料 

６の表に定める１棟

当たりの金額（新た

に加える建築物につ

いては、５の表に定

める１棟当たりの金

額）を合算して得た

金額。ただし、建築

物のエネルギー消費

性能の向上等に関す 

る軽微な変更に該当して

いることを証する書面の

交付申請に対する審査 

証明書交付申請手

数料 

 

４ 建築物のエネルギー消

費性能の向上に関する法

律 第３４条第１項の規

定に基づく建築物エネル

ギー消費性能向上計画の

認定の申請に対する審査 

建築物エネルギー

消費性能向上計画

認定申請手数料 

５の表に定める１棟

当たりの金額を合算

して得た金額。ただ

し、建築物のエネル

ギー消費性能の向上

に関する法律 第３５

条第２項の規定によ 

る申出がある場合は、

別表第３の１の表１

の項に定める金額を

加算する。 

５ 建築物のエネルギー消

費性能の向上に関する法

律 第３６条第１項の規

定に基づく建築物エネル

ギー消費性能向上計画の

変更の認定の申請に対す

る審査 

建築物エネルギー

消費性能向上計画

変更認定申請手数

料 

６の表に定める１棟

当たりの金額（新た

に加える建築物につ

いては、５の表に定

める１棟当たりの金

額）を合算して得た

金額。ただし、建築

物のエネルギー消費

性能の向上に関する 
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   る法律第３６条第２

項において準用する

同法第３５条第２項

の規定による申出が

ある場合は、別表第

３の１の表１の項に

定める金額を加算す

る。 

６ 建築物のエネルギー消

費性能の向上等に関する

法律第４１条第１項の規

定に基づく建築物エネル

ギー消費性能に係る認定

の申請に対する審査 

建築物エネルギー

消費性能に係る認

定申請手数料 

７の表に定める金

額。 

 

   法律 第３６条第２

項において準用する

同法第３５条第２項

の規定による申出が

ある場合は、別表第

３の１の表１の項に

定める金額を加算す

る。 

６ 建築物のエネルギー消

費性能の向上に関する法

律 第４１条第１項の規

定に基づく建築物エネル

ギー消費性能に係る認定

の申請に対する審査 

建築物エネルギー

消費性能に係る認

定申請手数料 

７の表に定める金

額。 

 

２ 建築物エネルギー消費性能適合性判定手数料 ２ 建築物エネルギー消費性能適合性判定手数料 

建築物エ

ネルギー

消費性能

適合性判 

１件当たりの手数料の金額 

建築物エネル

ギー消費性能

向上計画に建 

その他の場合 

建築物の非住

宅部分の用途 

建築物の非住宅部分の用

途が工場等以外である場 

定を行う

建築物の

床面積の 

築物のエネル

ギー消費性能

の向上等に関 

が工場等（工

場その他市長

が別に定める 

合 

判定に係る

建築物エネ 

左記以外の

評価方法に 

建築物エ

ネルギー

消費性能

適合性判 

１件当たりの手数料の金額 

建築物エネル

ギー消費性能

向上計画に建 

その他の場合 

建築物の非住

宅部分の用途 

建築物の非住宅部分の用

途が工場等以外である場 

定を行う

建築物の

床面積の 

築物のエネル

ギー消費性能

の向上に関す 

が工場等（工

場その他市長

が別に定める 

合 

判定に係る

建築物エネ 

左記以外の

評価方法に 
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区分 する法律第３４

条第３項各号

に掲げる事項

が記載されて

いる場合の同

項に規定する

他の建築物に

おいて、当該

建築物エネル

ギー消費性能

向上計画と当

該他の建築物

における建築

物エネルギー

消費性能確保

計画が同様の

方法により評

価されたもの

である場合 

用途をいう。

以下この表に

おいて同じ。）

である場合 

ルギー消費

性能確保計

画が、建築

物のエネル

ギー消費性

能の向上等

に関する法

律第２条第

１項第３号

の規定に基

づき定めら

れた簡易な

評価方法で

あって市長

が別に定め

る方法によ

り評価され

たものであ

る場合 

より評価さ

れたもので

ある場合 

（略） （略） （略） （略） （略） 

備考 

１ 建築物エネルギー消費性能向上計画に建築物のエネルギー消

費性能の向上等に関する法律第３４条第３項各号に掲げる事項 

区分 る法律 第３４

条第３項各号

に掲げる事項

が記載されて

いる場合の同

項に規定する

他の建築物に

おいて、当該

建築物エネル

ギー消費性能

向上計画と当

該他の建築物

における建築

物エネルギー

消費性能確保

計画が同様の

方法により評

価されたもの

である場合 

用途をいう。

以下この表に

おいて同じ。）

である場合 

ルギー消費

性能確保計

画が、建築

物のエネル

ギー消費性

能の向上に

関する法律

 第２条第

１項第３号

の規定に基

づき定めら

れた簡易な

評価方法で

あって市長

が別に定め

る方法によ

り評価され

たものであ

る場合 

より評価さ

れたもので

ある場合 

（略） （略） （略） （略） （略） 

備考 

１ 建築物エネルギー消費性能向上計画に建築物のエネルギー消

費性能の向上に関する法律 第３４条第３項各号に掲げる事項 
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 が記載されている場合の同項に規定する他の建築物において、

当該建築物エネルギー消費性能向上計画と当該他の建築物にお

ける建築物エネルギー消費性能確保計画が同様の方法により評

価されたものである場合以外の場合における工場等及び工場等

以外の用途を有する建築物の手数料の金額は、次に掲げる場合

の区分に応じ、それぞれ次に定める金額とする。 

ア～ウ （略） 

２ （略） 
 

 が記載されている場合の同項に規定する他の建築物において、

当該建築物エネルギー消費性能向上計画と当該他の建築物にお

ける建築物エネルギー消費性能確保計画が同様の方法により評

価されたものである場合以外の場合における工場等及び工場等

以外の用途を有する建築物の手数料の金額は、次に掲げる場合

の区分に応じ、それぞれ次に定める金額とする。 

ア～ウ （略） 

２ （略） 
 

３ 建築物エネルギー消費性能適合性変更判定手数料 ３ 建築物エネルギー消費性能適合性変更判定手数料 

建築物エ

ネルギー

消費性能

適合性判

定を行う

建築物の

床面積の

区分 

１件当たりの手数料の金額 

建築物エネル

ギー消費性能

向上計画に建

築物のエネル

ギー消費性能

の向上等に関

する法律第３４

条第３項各号

に掲げる事項

が記載されて

いる場合の当

該建築物エネ 

その他の場合 

建築物の非

住宅部分の

用途が工場

等（工場そ

の他市長が

別に定める 

用途をいう。

以下この表

において同

じ。）であ

る場合 

建築物の非住宅部分の用途

が工場等以外である場合 

判定に係る

建築物エネ

ルギー消費

性能確保計

画が、建築

物のエネル

ギー消費性

能の向上等

に関する法 

左記以外の

評価方法に

より評価さ

れたもので

ある場合 

建築物エ

ネルギー

消費性能

適合性判

定を行う

建築物の

床面積の

区分 

１件当たりの手数料の金額 

建築物エネル

ギー消費性能

向上計画に建

築物のエネル

ギー消費性能

の向上に関す

る法律 第３４

条第３項各号

に掲げる事項

が記載されて

いる場合の当

該建築物エネ 

その他の場合 

建築物の非

住宅部分の

用途が工場

等（工場そ

の他市長が

別に定める 

用途をいう。

以下この表

において同

じ。）であ

る場合 

建築物の非住宅部分の用途

が工場等以外である場合 

判定に係る

建築物エネ

ルギー消費

性能確保計

画が、建築

物のエネル

ギー消費性

能の向上に

関する法律 

左記以外の

評価方法に

より評価さ

れたもので

ある場合 
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 ルギー消費性

能向上計画の

変更に係る同

項に規定する

他の建築物に

おいて、当該

建築物エネル

ギー消費性能

向上計画と当

該他の建築物

における建築

物エネルギー

消費性能確保

計画が同様の

方法により評

価されたもの

である場合 

 律第２条第

１項第３号

の規定に基

づき定めら

れた簡易な

評価方法で

あって市長

が別に定め

る方法によ

り評価され

たものであ

る場合 

 

（略） （略） （略） （略） （略） 

備考 

１ 建築物エネルギー消費性能向上計画に建築物のエネルギー消

費性能の向上等に関する法律第３４条第３項各号に掲げる事項

が記載されている場合の当該建築物エネルギー消費性能向上計

画の変更に係る同項に規定する他の建築物において、当該建築 

 ルギー消費性

能向上計画の

変更に係る同

項に規定する

他の建築物に

おいて、当該

建築物エネル

ギー消費性能

向上計画と当

該他の建築物

における建築

物エネルギー

消費性能確保

計画が同様の

方法により評

価されたもの

である場合 

  第２条第

１項第３号

の規定に基

づき定めら

れた簡易な

評価方法で

あって市長

が別に定め

る方法によ

り評価され

たものであ

る場合 

 

（略） （略） （略） （略） （略） 

備考 

１ 建築物エネルギー消費性能向上計画に建築物のエネルギー消

費性能の向上に関する法律 第３４条第３項各号に掲げる事項

が記載されている場合の当該建築物エネルギー消費性能向上計

画の変更に係る同項に規定する他の建築物において、当該建築 
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物エネルギー消費性能向上計画と当該他の建築物における建築

物エネルギー消費性能確保計画が同様の方法により評価された

ものである場合以外の場合における工場等及び工場等以外の用

途を有する建築物の手数料の金額は、次に掲げる場合の区分に

応じ、それぞれ次に定める金額とする。 

ア～ウ （略） 

２ （略） 
 

物エネルギー消費性能向上計画と当該他の建築物における建築

物エネルギー消費性能確保計画が同様の方法により評価された

ものである場合以外の場合における工場等及び工場等以外の用

途を有する建築物の手数料の金額は、次に掲げる場合の区分に

応じ、それぞれ次に定める金額とする。 

ア～ウ （略） 

２ （略） 
 

４ 建築物エネルギー消費性能適合性判定に係る軽微な変更に該当す

る旨の証明書交付申請手数料 

４ 建築物エネルギー消費性能適合性判定に係る軽微な変更に該当す

る旨の証明書交付申請手数料 

建築物エネル

ギー消費性能

適合性判定を

行う建築物の

床面積の区分 

１件当たりの手数料の金額 

建築物の非住宅

部分の用途が工

場等（工場その

他市長が別に定 

める用途をいう。

以下この表にお

いて同じ。）で

ある場合 

建築物の非住宅部分の用途が工場

等以外である場合 

判定に係る建築

物エネルギー消

費性能確保計画

が、建築物のエ

ネルギー消費性

能の向上等に関

する法律第２条

第１項第３号の

規定に基づき定

められた簡易な 

左記以外の評価

方法により評価

されたものであ

る場合 

建築物エネル

ギー消費性能

適合性判定を

行う建築物の

床面積の区分 

１件当たりの手数料の金額 

建築物の非住宅

部分の用途が工

場等（工場その

他市長が別に定 

める用途をいう。

以下この表にお

いて同じ。）で

ある場合 

建築物の非住宅部分の用途が工場

等以外である場合 

判定に係る建築

物エネルギー消

費性能確保計画

が、建築物のエ

ネルギー消費性

能の向上に関す

る法律 第２条

第１項第３号の

規定に基づき定

められた簡易な 

左記以外の評価

方法により評価

されたものであ

る場合 
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  評価方法であっ

て市長が別に定

める方法により

評価されたもの

である場合 

 

（略） （略） （略） （略） 

備考 

１～４ （略）  
 

  評価方法であっ

て市長が別に定

める方法により

評価されたもの

である場合 

 

（略） （略） （略） （略） 

備考 

１～４ （略）  
 

５ 建築物エネルギー消費性能向上計画認定申請手数料 ５ 建築物エネルギー消費性能向上計画認定申請手数料 

（１）住宅の場合 （１）住宅の場合 

区分 １棟当たりの手数料の金額 

申請に係る建築物

エネルギー消費性

能向上計画が、建

築物のエネルギー

消費性能の向上等

に関する法律第３５

条第１項各号に掲

げる基準又はこれ

と同等の基準に適

合するものとして

市長が別に定める 

その他の場合 

申請に係る建築

物のエネルギー

消費性能向上計

画が、建築物の

エネルギー消費

性能の向上等に

関する法律第３５

条第１項第１号

の規定により定

められた簡易な 

左記以外の

評価方法に

より評価さ

れたもので

ある場合 

区分 １棟当たりの手数料の金額 

申請に係る建築物

エネルギー消費性

能向上計画が、建

築物のエネルギー

消費性能の向上に

関する法律 第３５

条第１項各号に掲

げる基準又はこれ

と同等の基準に適

合するものとして

市長が別に定める 

その他の場合 

申請に係る建築

物のエネルギー

消費性能向上計

画が、建築物の

エネルギー消費

性能の向上に関

する法律 第３５

条第１項第１号

の規定により定

められた簡易な 

左記以外の

評価方法に

より評価さ

れたもので

ある場合 
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 方法により技術的

審査を受けたもの

である場合 

評価方法であっ

て市長が別に定

める方法により

評価されたもの

である場合 

 

（略） （略） （略） （略） 

備考 

１～４ （略） 
 

 方法により技術的

審査を受けたもの

である場合 

評価方法であっ

て市長が別に定

める方法により

評価されたもの

である場合 

 

（略） （略） （略） （略） 

備考 

１～４ （略） 
 

（２）非住宅建築物の場合 （２）非住宅建築物の場合 

区分 １棟当たりの手数料の金額 

申請に係る建築物

エネルギー消費性

能向上計画が、建

築物のエネルギー

消費性能の向上等

に関する法律第３５

条第１項各号に掲

げる基準又はこれ

と同等の基準に適

合するものとして

市長が別に定める

方法により技術的 

その他の場合 

申請に係る建築

物エネルギー消

費性能向上計画

が、建築物のエ

ネルギー消費性

能の向上等に関

する法律第３５

条第１項第１号

の規定により定

められた簡易な

評価方法であっ 

左記以外の

評価方法に

より評価さ

れたもので

ある場合 

区分 １棟当たりの手数料の金額 

申請に係る建築物

エネルギー消費性

能向上計画が、建

築物のエネルギー

消費性能の向上に

関する法律 第３５

条第１項各号に掲

げる基準又はこれ

と同等の基準に適

合するものとして

市長が別に定める

方法により技術的 

その他の場合 

申請に係る建築

物エネルギー消

費性能向上計画

が、建築物のエ

ネルギー消費性

能の向上に関す

る法律 第３５

条第１項第１号

の規定により定

められた簡易な

評価方法であっ 

左記以外の

評価方法に

より評価さ

れたもので

ある場合 
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 審査を受けたもの

である場合 

て市長が別に定

める方法により

評価されたもの

である場合 

 

（略） （略） （略） （略） 

備考 （略） 
 

 審査を受けたもの

である場合 

て市長が別に定

める方法により

評価されたもの

である場合 

 

（略） （略） （略） （略） 

備考 （略） 
 

（３）（略）  （３）（略）  

６ 建築物エネルギー消費性能向上計画変更認定申請手数料 ６ 建築物エネルギー消費性能向上計画変更認定申請手数料 

（１）住宅の場合 （１）住宅の場合 

区分 １棟当たりの手数料の金額 

申請に係る建築物

エネルギー消費性

能向上計画が、建

築物のエネルギー

消費性能の向上等

に関する法律第３５

条第１項各号に掲

げる基準又はこれ

と同等の基準に適

合するものとして

市長が別に定める

方法により技術的 

その他の場合 

申請に係る建築

物のエネルギー

消費性能向上計

画が、建築物の

エネルギー消費

性能の向上等に

関する法律第３５

条第１項第１号

の規定により定

められた簡易な

評価方法であっ 

左記以外の

評価方法に

より評価さ

れたもので

ある場合 

区分 １棟当たりの手数料の金額 

申請に係る建築物

エネルギー消費性

能向上計画が、建

築物のエネルギー

消費性能の向上に

関する法律 第３５

条第１項各号に掲

げる基準又はこれ

と同等の基準に適

合するものとして

市長が別に定める

方法により技術的 

その他の場合 

申請に係る建築

物のエネルギー

消費性能向上計

画が、建築物の

エネルギー消費

性能の向上に関

する法律 第３５

条第１項第１号

の規定により定

められた簡易な

評価方法であっ 

左記以外の

評価方法に

より評価さ

れたもので

ある場合 
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 審査を受けたもの

である場合 

て市長が別に定

める方法により

評価されたもの

である場合 

 

（略） （略） （略） （略） 

備考 

１～４ （略）  
 

 審査を受けたもの

である場合 

て市長が別に定

める方法により

評価されたもの

である場合 

 

（略） （略） （略） （略） 

備考 

１～４ （略）  
 

（２）非住宅建築物の場合 （２）非住宅建築物の場合 

区分 １棟当たりの手数料の金額 

申請に係る建築物

エネルギー消費性

能向上計画が、建

築物のエネルギー

消費性能の向上等

に関する法律第３５

条第１項各号に掲

げる基準又はこれ

と同等の基準に適

合するものとして

市長が別に定める

方法により技術的

審査を受けたもの 

その他の場合 

申請に係る建築

物エネルギー消

費性能向上計画

が、建築物のエ

ネルギー消費性

能の向上等に関

する法律第３５

条第１項第１号

の規定により定

められた簡易な

評価方法であっ

て市長が別に定 

左記以外の

評価方法に

より評価さ

れたもので

ある場合 

区分 １棟当たりの手数料の金額 

申請に係る建築物

エネルギー消費性

能向上計画が、建

築物のエネルギー

消費性能の向上に

関する法律 第３５

条第１項各号に掲

げる基準又はこれ

と同等の基準に適

合するものとして

市長が別に定める

方法により技術的

審査を受けたもの 

その他の場合 

申請に係る建築

物エネルギー消

費性能向上計画

が、建築物のエ

ネルギー消費性

能の向上に関す

る法律 第３５

条第１項第１号

の規定により定

められた簡易な

評価方法であっ

て市長が別に定 

左記以外の

評価方法に

より評価さ

れたもので

ある場合 
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 である場合 める方法により

評価されたもの

である場合 

 

（略） （略） （略） （略） 

備考 （略） 
 

 である場合 める方法により

評価されたもの

である場合 

 

（略） （略） （略） （略） 

備考 （略） 
 

（３）（略） （３）（略） 

７ 建築物エネルギー消費性能に係る認定申請手数料 ７ 建築物エネルギー消費性能に係る認定申請手数料 

（１）住宅の場合 （１）住宅の場合 

区分 １件当たりの手数料の金額 

申請に係る建築物

が、建築物のエネ

ルギー消費性能の

向上等に関する法

律第２条第１項第

３号に規定する基

準又はこれと同等

の基準に適合する

ものとして市長が

別に定める方法に

より技術的審査を

受けたものである

場合 

その他の場合 

申請に係る建築

物の共用部分以

外の部分が、建

築物のエネルギ

ー消費性能の向

上等に関する法

律第２条第１項

第３号の規定に

より定められた

簡易な評価方法

であって市長が

別に定める方法 

左記以外の

評価方法に

より評価さ

れたもので

ある場合 

区分 １件当たりの手数料の金額 

申請に係る建築物

が、建築物のエネ

ルギー消費性能の

向上に関する法律

 第２条第１項第

３号に規定する基

準又はこれと同等

の基準に適合する

ものとして市長が

別に定める方法に

より技術的審査を

受けたものである

場合 

その他の場合 

申請に係る建築

物の共用部分以

外の部分が、建

築物のエネルギ

ー消費性能の向

上に関する法律

 第２条第１項

第３号の規定に

より定められた

簡易な評価方法

であって市長が

別に定める方法 

左記以外の

評価方法に

より評価さ

れたもので

ある場合 
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  により評価され

たものである場

合 

 

（略） （略） （略） （略） 

備考 

１～４ （略） 
 

  により評価され

たものである場

合 

 

（略） （略） （略） （略） 

備考 

１～４ （略） 
 

（２）非住宅建築物の場合 （２）非住宅建築物の場合 

区分 １件当たりの手数料の金額 

申請に係る建築物

が、建築物のエネ

ルギー消費性能の

向上等に関する法

律第２条第１項第

３号に規定する基

準又はこれと同等

の基準に適合する

ものとして市長が

別に定める方法に

より技術的審査を

受けたものである

場合 

その他の場合 

申請に係る建築

物が、建築物の

エネルギー消費

性能の向上等に

関する法律第２

条第１項第３号

の規定により定

められた簡易な

評価方法であっ

て市長が別に定

める方法により

評価されたもの

である場合 

左記以外の

評価方法に

より評価さ

れたもので

ある場合 

区分 １件当たりの手数料の金額 

申請に係る建築物

が、建築物のエネ

ルギー消費性能の

向上に関する法律

 第２条第１項第

３号に規定する基

準又はこれと同等

の基準に適合する

ものとして市長が

別に定める方法に

より技術的審査を

受けたものである

場合 

その他の場合 

申請に係る建築

物が、建築物の

エネルギー消費

性能の向上に関

する法律 第２

条第１項第３号

の規定により定

められた簡易な

評価方法であっ

て市長が別に定

める方法により

評価されたもの

である場合 

左記以外の

評価方法に

より評価さ

れたもので

ある場合 
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（略） （略） （略） （略） 

備考 （略） 
 

（略） （略） （略） （略） 

備考 （略） 
 

（３）（略） （３）（略） 

 

 


